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特定個人情報等取扱規程 
 

第１章 総 則 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、株式会社ニックス（以下「当社」という。）の事業遂行上取り扱

う個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）を適切に保護する

ために必要な基本的事項を定めたものである。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、当社の役員及び社員に対して適用する。また、特定個人情報等を

取り扱う業務を外部に委託する場合の委託先（再委託以降を含む。）及び労働者派遣

法に基づく派遣労働者に対しても適用する。 

２ この規程は、特定個人情報等の取扱いに関し、当社個人情報保護規程、その他の内

部規程に優先して適用される。 

 

（定 義） 

第３条 この規程において、各用語の定義は、「行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）」、「個人情報の保護に

関する法律（以下「個人情報保護法」という。）」及び当社個人情報保護規程第１の３

に従うものとする。 

 

第２章 基本方針の策定等 

 

（基本方針） 

第４条 当社の社長（以下「社長」という。）は、特定個人情報等の保護・管理に対す

る姿勢を示し、役員及び社員に周知させるとともに、一般に公開するために、「特定

個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針」を策定するものとする。 

２ 社長は、当社の策定した「特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針」を役

員及び社員に周知し、理解させるものとする。 

３ 「特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針」の一般への公開は、一般の方

からの求めに応じてすぐに提示できるよう準備する。 

４ 社長は、「特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針」を必要に応じ、適宜、

見直すものとする。 
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（内部規程） 

第５条 当社は、番号法、個人情報保護法、これらの法律に関する政省令及びこれらの

法令に関して所管官庁が策定するガイドライン等を遵守し、特定個人情報等を適正に

取り扱うため、この規程を定める。 

２ 当社は、特定個人情報等の取扱いにかかる事務フロー及び各種安全管理措置等を明

確にするため、「特定個人情報等取扱手順書」その他の内部規程を別に定めるものと

する。 

３ 当社は、社会情勢や情報主体の意識の変化、施行状況、監査の結果等を考慮し、こ

の規程その他の内部規程を必要に応じ、適宜、見直すものとする。 

 

（法令等の遵守） 

第６条 すべての役員及び社員は、特定個人情報等の取扱いに当たって、番号法、個人

情報保護法、これらの法律に関する政省令及びこれらの法令に関して所管官庁が策定

するガイドライン等並びに第４条第１項に規定する「特定個人情報等の適正な取扱い

に関する基本方針」その他前条第１項及び第２項に規定する内部規程を遵守しなけれ

ばならない。 

 

第３章 特定個人情報等保護管理体制  

 

 （組織体制） 

第７条 社長は、特定個人情報等の保護・管理を適切に実施するために、第８条から第

12 条に規定する通り、特定個人情報等保護管理体制を定め、役割、責任及び権限を

明確にするものとする。 

 

（特定個人情報等保護責任者） 

第８条 当社に、特定個人情報等保護責任者を置き、総務部長をもって、その任に充て

る。 

２ 特定個人情報等保護責任者は、当社が保有する特定個人情報等の取扱いを総括し、

以下の事項を定める。 

(1) 特定個人情報等の適正な取扱いを維持・推進するための施策 

(2) 役員及び社員に対する特定個人情報等の適切な取扱いに関する継続的かつ定期

的な教育・訓練 

(3) 役員及び社員へのこの規程の周知、一般への公表 

(4) 第 14条第１項に規定する違反行為又は漏えい事案等発生時の対応策 

(5) その他この規程に基づき特定個人情報等の取扱いを管理する上で必要とされる

事項 
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（特定個人情報等取扱責任者） 

第９条 当社に、特定個人情報等取扱責任者を置き、総務部長をもって、その任に充て

る。 

２ 特定個人情報等取扱責任者は、特定個人情報等を取り扱う範囲を定めた上で、事務

取扱担当者を選任し、当該課等で保有する特定個人情報等を適切に管理する。 

 

（事務取扱担当者） 

第１０条 当社に、特定個人情報等を取り扱う者として、事務取扱担当者を置く。 

２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等を適切に管理し、利用権限のない者に使用させ

てはならない。 

 

 （監査責任者） 

第１１条 当社に、監査責任者を置く。 

２ 監査責任者は、当社が保有する特定個人情報等の運用について監査し、法令等の遵

守を最良の状態に維持するよう努める。 

３ 監査責任者は、前項の監査結果を、社長及び特定個人情報等保護責任者に報告する

ものとする。 

 

（教育・監督） 

第１２条 当社は、事務取扱担当者に対して定期的な研修の実施又は情報提供等を行い、

特定個人情報等の適正な取扱いを図る。 

２ 当社は、事務取扱担当者が特定個人情報等を取り扱うに当たり、必要かつ適切な監

督を行う。 

 

（情報漏えい事案等への対応）  

第１３条 すべての役員及び社員は、番号法、個人情報保護法、これらの法律に関する

政省令及びこれらの法令に関して所管官庁が策定するガイドライン等並びに第５条

第１項及び第２項に規定する内部規程への違反（以下「違反行為」という。）若しく

はその兆候、又は特定個人情報等の漏えい、滅失若しくは毀損による事故（以下「漏

えい事案等」という。）の発生若しくは兆候を把握した場合は、速やかに特定個人情報

等保護責任者に報告するものとする。 

２ 特定個人情報等保護責任者は、違反行為若しくは漏えい事案等が発生したことを知

った場合又はその可能性が高いと判断した場合は、次の各号に定める事項等を行い、

適切に対応するものとする。 

(1) 事実関係の調査及び原因の究明 

(2) 社長への報告及び対象となった情報主体への連絡 
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(3) 個人情報保護委員会（平成 27年までは特定個人情報保護委員会、平成 28年１月

１日からは個人情報保護委員会をいう。）及び主務大臣等への報告 

(4) 再発防止策の検討及び決定 

(5) 必要に応じた事実関係及び再発防止策等の公表 

  

第４章 特定個人情報等保護の措置 

 

第１節 特定個人情報等の取得 

（特定個人情報等の適正な取得）  

第１４条 特定個人情報等の取得は、番号法第９条に規定された範囲内で利用目的を明

確に定め、その目的達成に必要な限度においてのみ行わなければならない。 

２ 当社が特定個人情報等を取得するにあたっては、適法かつ公正な手段で行う。 

 

（個人番号の提供の要求）  

第１５条 当社は、第５条第２項に規定する「特定個人情報等取扱手順書」に定める個

人番号を取り扱う事務（以下「個人番号取扱事務」という。）を処理するために必要

がある場合に限り、役員、社員その他の者に対し個人番号の提供を求める。 

２ 役員、社員その他の者が、当社からの個人番号の提供の要求又は第 17 条に基づく

本人確認に応じない場合には、番号法に基づく制度の意義について説明をし、個人番

号の提供及び本人確認に応ずるように求めるものとする。 

 

（本人確認） 

第１６条 当社は、本人又は代理人から個人番号の提供を受けたときは、番号法第 16

条に基づき本人確認を行う。本人確認の手順は「特定個人情報手順書」に従う。 

２ 役員及び社員その他の者は、当社に個人番号を提供する際には、当社が行う本人確

認の措置に協力しなければならない。 

 

第２節 特定個人情報等の利用 

（特定個人情報等の利用範囲等）  

第１７条 当社が役員、社員その他の者から取得する特定個人情報等は、個人番号取扱

事務を行うために利用する。ただし、生命、身体、財産の保護のために必要な場合で

あって、情報主体の同意があり、又は情報主体の同意を得ることが困難であるときは、

この限りではない。 

 

（特定個人情報ファイルの作成の制限）  

第１８条 当社が特定個人情報ファイルを作成するのは、個人番号取扱事務を行うため
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に必要な範囲に限り、この場合を除き特定個人情報ファイルを作成しない。 

 

第３節 特定個人情報等の適正管理 

（特定個人情報等の正確性の確保）  

第１９条 事務取扱担当者は、利用目的に応じ必要な範囲内において、特定個人情報等

を正確かつ最新の内容に保つよう努める。 

 

（特定個人情報等の保管制限）  

第２０条 当社は、個人番号取扱事務を行うために必要な範囲を超えて、特定個人情報

等を保管しない。 

 

（安全管理措置） 

第２１条 当社は、特定個人情報等の重要性に鑑み、特定個人情報等の漏えい、滅失又

は毀損の防止その他の適切な管理のために、第５条第２項に規定する「特定個人情報

等取扱手順書」に定める通り、厳格な組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理

的安全管理措置、技術的安全管理措置を講じる。 

 

（委託の取扱い） 

第２２条 当社が業務を委託して特定個人情報等を委託先に取り扱わせる場合には、番

号法に基づき当社自らが果たすべき安全管理措置と同等以上の措置が当該委託先に

おいて講じられ、かつ委託先が特定個人情報等を適切に取り扱うよう、必要かつ適切

な監督を行う。 

２ 当社は、前項の監督を行うため、次の各号の措置を講じる。 

(1) 委託先の適切な選定 

(2) 委託先における特定個人情報等の適切な取扱いを確保するために必要な契約の

締結 

(3) 委託先における特定個人情報等の取扱状況の把握 

 

（再委託の取扱い）  

第２３条 委託先は、あらかじめ当社の書面による許諾を得た場合に限り、委託を受け

た特定個人情報等の取扱いを再委託することができるものとする。再委託先が更に委

託する場合も同様とする。 

２ 当社は、再委託先の適否の判断のみならず、委託先が再委託先に対しても必要かつ

適切な監督を行っているかについても、監督するものとする。 

 

第４節 特定個人情報の提供 
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（特定個人情報の提供） 

第２４条 当社は、番号法第 19 条各号に掲げる場合を除き、特定個人情報を第三者に

提供しない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合におい

て、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときは、特定個人情

報を提供することができる。 

 

第５節 特定個人情報等の削除・廃棄 

（個人番号の削除・廃棄） 

第２５条 当社は、個人番号取扱事務を行うために必要がなくなった場合であって、所

管法令において定められている保存期間を経過した特定個人情報等については、その

内容に含まれる個人番号を速やかに削除又は廃棄するものとする。 

 

第５章 特定個人情報の開示等 

 

（情報主体の開示、訂正請求等に関する権利） 

第２６条 情報主体から自己の特定個人情報について開示を求められた場合、当社は、

合理的な期間内に速やかに対応するものとする。 

２ 情報主体から自己の特定個人情報について訂正又は削除を求められた場合、当社は、

合理的な期間内に速やかに対応し、訂正又は削除を行った場合は、当該特定個人情報

の受領者に対して通知を行うものとする。 

３ 情報主体から自己の特定個人情報について利用停止等を求められた場合であって、

その理由があることが判明したとき、当社は、違反を是正するために必要な限度で、

合理的な期間内に速やかに対応するものとする。 

４ ただし、法令に違反することとなる等の場合はご要請に応じないが、その場合は、

その旨を本人に通知する。 

 

第６章 その他 

 

（苦情及び相談） 

第２７条 当社は、当社における特定個人情報等の取扱いに関する苦情及び相談窓口を

設置し、苦情等の適正かつ迅速な処理に努める。 

２ 特定個人情報等保護責任者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備を行

う。 

 

（制 裁） 

第２８条 当社は、番号法、個人情報保護法、これらの法律に関する政省令及びこれら
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の法令に関して所管官庁が策定するガイドライン等並びに第４条第１項に規定する

「特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針」その他第５条第１項及び第２項

に規定する内部規程に違反した社員に対して就業規則に基づき処分を行い、その他の

者に対しては、契約又は法令に照らして処分を決定する。 

 

（改 廃） 

第２９条 この規程の改廃は、経営会議の決議により行う。 

 

附  則 
 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２８年１月１日から施行する。 


